
金融機能強化法に基づく国の資本参加の概要 
（平成 21 年 3 月 13 日（金）決定） 

 

１．国の資本参加 北洋銀行 （北海道） 福邦銀行 （福井県） 南日本銀行 （鹿児島県） 

資本参加額 （資本増強額） １，０００億円 ６０億円 １５０億円 

自己資本比率 （21/3 末見通し） ９．０％程度 ９．１％程度 ８．４％程度 

優先配当金 TIBOR12 ヶ月物＋1.0％ 
当初 3 年間：1.9％（固定） 

4 年目～：TIBOR12 ヶ月物＋1.1％
TIBOR12 ヶ月物＋1.05％ 

議決権 なし （但し、配当金が約定通り支払われない場合は、議決権復活） 

転換権 転換価額の修正は毎月 1 回 

一斉転換日 発行後 15 年経過後（平成 36 年 4 月 1 日） 

【参考】 

 

優先株式の発行条件 

 

 

 コール条項 時価が「含み損」の場合に限りコール返済可能（発行後 10 年経過後～一斉転換日） 

 

 

２．中小企業金融の円滑化の目標 計画の始期 ⇒ 終期（23/3） 計画の始期 ⇒ 終期（23/3） 計画の始期 ⇒ 終期（23/3） 

中小企業向け貸出残高  １７,４２７億円 １８,２４０億円 １,６３９億円 １,６８１億円 ２,４３５億円 ２,６４９億円 

中小企業向け貸出比率 ２４．２５％ ２５．０３％ ３６．０５％ ３７．７８％ ３７．４５％ ４０．０４％ 

経営改善支援先割合 ２．７６％ ３．３２％ ２．７１％ ３．９４％ １．０４％ １．１５％ 

（注） 「中小企業向け貸出比率」＝中小企業向け貸出残高（個人向けを除く）÷総資産、 「経営改善支援先割合」＝経営改善支援先数÷取引先総数 

 

 

３．経営改善の目標 計画の始期 ⇒ 終期（23/3） 計画の始期 ⇒ 終期（23/3） 計画の始期 ⇒ 終期（23/3） 

コア業務純益  ３５１億円 ３７５億円  ２９億円 ４４億円 

コア業務純益ＲＯＡ 
  （選択制） 

   ０.２６％ ０.４０％   

業務粗利益経費率 ７４．３９％ ５１．４９％ ７７．８７％ ６４．８０％ ２７４．２２％ ５８．９７％ 

（注） 「コア業務純益ＲＯＡ」＝コア業務純益÷総資産、 「業務粗利益経費率」＝[経費－機械化関連費用]÷業務粗利益 

 


